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平成２９事業年度

財   務   諸   表 （障害者雇用納付金勘定）

独立行政法人  高齢・障害・求職者雇用支援機構
平成２９年 ４月 　１日



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　平成３０年３月３１日　）

資産の部

　　　　現金及び預金 22,289,244,050
　　　　未収金 134,045,986

　Ⅰ　流動資産

　　　　前払金 168,756

　　　　　貸倒引当金 △ 45,072,964 88,973,022
　　　　たな卸資産 82,059

　Ⅱ　固定資産

　　　　　　　流動資産合計 22,378,467,887

　　　　　　減価償却累計額 △ 31,279,751 35,699,867

　　１　有形固定資産
　　　　　工具器具備品 66,979,618

　　２　無形固定資産
　　　　　電話加入権 45

　　　　　　　有形固定資産合計 35,699,867

　　３　投資その他の資産

　　　　　　　無形固定資産合計 45

　　　　　　貸倒引当金 △ 195,450,948 0
　　　　　破産更生債権等 195,450,948

　　　　　　　固定資産合計 35,699,912

　　　　　　　投資その他の資産合計 0

　　　　　　　資産合計 22,414,167,799



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　平成３０年３月３１日　）

負債の部

　　　　未払費用 37,838
　　　　未払消費税等 9,900

　Ⅰ　流動負債
　　　　未払金 374,357,064

　　　　預り金 4,794,927
　　　　引当金

　　　　前受金 26,000,000
　　　　短期リース債務 11,305,736

　　　　　　　流動負債合計 533,238,508

　　　　　賞与引当金 116,733,043 116,733,043

　　　　　資産見返寄附金 1,501,416 1,501,416
　　　　長期リース債務 22,657,114

　Ⅱ　固定負債
　　　　資産見返負債

　　　　　　　固定負債合計 925,490,736

　　　　引当金
　　　　　退職給付引当金 901,332,206 901,332,206

　　　　納付金関係業務引当金 20,435,809,960
　Ⅲ　法令に基づく引当金等

　　　　　　　法令に基づく引当金等合計 20,435,809,960

　　　　　　　負債合計 21,894,539,204

純資産の部

　Ⅰ　資本金
　　　　政府出資金 703,174,570

　　　　　　　資本金合計 703,174,570

　Ⅱ　資本剰余金
　　　　資本剰余金 △ 181,924,600
　　　　損益外減価償却累計額（△） △ 1,032,441
　　　　損益外減損損失累計額（△） △ 3,239,955

　　　　　　　資本剰余金合計 △ 186,196,996

　Ⅲ　利益剰余金
　　　　前中期目標期間繰越積立金
　　　　　障害者雇用納付金勘定積立金 2,651,021 2,651,021
　　　　当期未処分利益 0

　　　　　　　利益剰余金合計 2,651,021

　　　　　　　負債純資産合計 22,414,167,799

　　　　　　　純資産合計 519,628,595



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

　　当期純利益 0

　　　　　　　臨時損失合計 3,260,750,377

　　　納付金関係業務引当金繰入 3,260,750,372

　　　固定資産除却損 5

　　臨時損失

　　　　　　　経常利益 3,260,750,377

　　　　　　　経常収益合計 29,541,301,285

　　　雑益 43,977,294

　　　　資産見返寄附金戻入 298,140 298,140
　　　寄附金収益

　　　業務収益
　　　　その他の事業収益 181,695,851 181,695,851

　　　納付金収入 29,315,330,000

　　経常収益

　　　　　　　経常費用合計 26,280,550,908

　　　　支払利息 1,980,753 1,980,753
　　　財務費用

　　　　退職給付費用 9,427,781
　　　　その他の一般管理費 141,176,002 245,624,307

　　　　減価償却費 70,464
　　　　賞与引当金繰入 1,504,201

　　　　人件費 93,445,859

　　　　その他の業務費 1,545,499,451 26,032,945,848

　　　　減価償却費 11,732,412

　　　一般管理費

損益計算書
（　平成２９年４月１日　～　平成３０年３月３１日　）

　　経常費用

　　　　納付金等還付金 394,012,500
　　　　支給金 22,727,483,218
　　　　人件費 1,108,856,839

　　当期総利益 0

　　　業務費

　　　　業務委託費 4,911,356

　　　　賞与引当金繰入 115,228,842
　　　　退職給付費用 125,221,230



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　業務費及び一般管理費による支出 △ 2,278,694,046
　　人件費支出 △ 1,316,426,944
　　支給金支出 △ 22,663,999,057
　　その他預り金支出 △ 5,470,482,556
　　納付金収入 29,274,863,145
　　その他業務収入 196,771,598

　　　　　　小計 △ 2,257,967,860

　　利息の支払額 △ 1,980,753

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,259,948,613

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 528,498
　　敷金の回収による収入 8,640

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 519,858

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 10,757,631

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 10,757,631

Ⅳ　資金減少額 △ 2,271,226,102

Ⅴ　資金期首残高 24,560,470,152

Ⅵ　資金期末残高 22,289,244,050

キャッシュ・フロー計算書
（　平成２９年４月１日　～　平成３０年３月３１日　）



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 0
　当期総利益 0

Ⅱ 積立金振替額 2,651,021
　前中期目標期間繰越積立金 2,651,021

Ⅲ 利益処分額
　積立金 2,651,021

利益の処分に関する書類



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務費用
　　(1) 損益計算書上の費用
　　　　業務費 26,032,945,848
　　　　一般管理費 245,624,307
　　　　財務費用 1,980,753
　　　　臨時損失 5 26,280,550,913

　　(2) （控除）自己収入等
　　　　納付金収入 △ 29,315,330,000
　　　　業務収益 △ 181,695,851
　　　　寄附金収益 △ 298,140
　　　　雑益 △ 43,977,294 △ 29,541,301,285

　　業務費用合計 △ 3,260,750,372

Ⅱ　損益外減価償却相当額 4,752

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 33,199,186

Ⅳ　機会費用
　　政府出資又は地方公共団体
　　出資等の機会費用 232,640

　　機会費用の合計 232,640

Ⅴ　行政サービス実施コスト △ 3,227,313,794

行政サービス実施コスト計算書
（　平成２９年４月１日　～　平成３０年３月３１日　）



（障害者雇用納付金勘定） 

重要な会計方針 

 

 「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成27年1月27日改訂）並びに「独立

行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（平成28年2月改訂）（以下「独立行政

法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 ただし、「独立行政法人会計基準」第43（注解39）の規定については、「独立行政法人通則法の一部を改

正する法律」の附則第8条により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現行セグメント

区分に基づくセグメント情報の開示を行っております。 
 

 １．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   たな卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法を採用しております。 

 

 ２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

     有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

     なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

      工具器具備品         2～20年  

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）及び資産除去債務に対応する特定の除去

費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額

として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 ３．貸倒引当金の計上基準 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ４．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上して

おります。 

 

 ５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

なお、行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額における、退職一時金制度に係

る増加見積額については、事業年度末に在職する役職員に係る退職給付見積額の増加額から、事業年

度中の退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して算定しております。 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

６．法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準 

  納付金関係業務引当金として、「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の業務運営、財務

及び会計並びに人事管理に関する省令」（平成15年厚生労働省令第147号）第11条に基づき、翌事

業年度以後の事業年度における納付金関係業務に備えるための引当金を計上しております。 

当該引当金への繰入及び戻入収益は、独立行政法人会計基準に基づき、臨時損益に区分して表示す

るものとされております。 

 

 ７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成30年3 月末利回りを参考に0.045％で計算しております。 

 

 ８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

 

 ９．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

注記事項 

 

〔損益計算書関係〕    

  ・業務費 人件費の内訳 

給与及び手当 930,550,718円 769,260,812円 

法定福利費（職員） 158,309,556円 59,170,583円 

退職手当（職員）    19,996,565円 7,236,389円 

 

・その他の業務費のうち主要な費目及び金額 

謝金 813,040,367円 723,767,162円 

雑役務費   259,512,624円  

旅費交通費 116,763,883円 196,666,080円 

通信運搬費 98,435,878円 101,091,059円 

賃借料 79,227,074円 80,408,282円 

 

  ・一般管理費 人件費の内訳 

給与及び手当 62,217,895円 

役員報酬 16,668,024円 

法定福利費（職員） 11,317,588円 

法定福利費（役員） 2,081,685円 3,854,446円 

退職手当（職員） 1,160,667円  

   

 ・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

修繕費 39,742,567円 

雑役務費 37,930,302円 

保守料 17,125,072円 

光熱水道料 11,469,906円 

消耗品費 5,749,088円 

  

・雑益のうち主要なもの及び金額 

貸倒引当金戻入 36,703,179円 

職員宿舎使用料 7,130,166円 

その他の雑収入 140,939円 

情報公開開示手数料 3,010円 

 

 

 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

  ・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 22,289,244,050円 円 

資金期末残高 22,289,244,050円 

 

 ・重要な非資金取引 

ファイナンス・リースによる資産の取得 16,392,830円 

 

〔行政サービス実施コスト計算書関係〕 

  ・引当外退職給付増加見積額の算定基礎 

(退職一時金制度)期末在職者に係る退職給付見積額の増加額 33,199,186円 

(退職一時金制度)期中退職者に係る前期末退職給付見積額（△） 0円 

(企業年金基金制度)年金債務に係る退職給付見積額の増加額 0円 

行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額 33,199,186円 

    このうち、国からの出向者に係る引当外退職給付増加見積額は33,199,186円であります。 

 

〔金融商品関係〕 

  １．金融商品の状況に関する事項  

当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第 47 条の規定に定める金融商品に限

定しており、株式等は保有しておりません。  

未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。 

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、業務実施に必要な資産の調達を目的としたもの

であります。 

２．金融商品の時価等に関する事項  

平成30年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 22,289,244,050円 22,289,244,050円 － 

(2) 未収金 

   貸倒引当金(△) 

 

134,045,986円 

△45,072,964円 

88,973,022円 

 

 

88,973,022円 

 

 

－ 

資産 計 22,378,217,072円 22,378,217,072円 － 

(1) 未払金 (374,357,064円) (374,357,064円) － 

(2) リース債務 (33,962,850円) (36,655,356円) (2,692,506円) 

(3) 預り金 (4,794,927円) (4,794,927円) － 

負債 計 (413,114,841円) (415,807,347円) (2,692,506円) 

(注) 負債に計上されるものは（ ）で示しております。 

 

 

 

 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項  

○資産 

(1) 現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(2) 未収金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

○負債 

(1) 未払金  

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

    (2) リース債務 

短期及び長期のリース債務の時価については、元利金合計額の将来キャッシュ・フローを、

信用リスクを反映した割引率で割り引いて算定する方法によっております。 

(3) 預り金  

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 

〔退職給付債務関係〕 

 １．採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年金

基金制度及び退職一時金制度を採用しております。企業年金基金制度（積立型制度である。）では、

給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。退職一時金制度（非積立型制度で

ある。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。 

企業年金基金制度では、労働関係法人企業年金基金に加入しております。同基金は、平成29年4

月1日に労働関係法人厚生年金基金から移行したものであります。なお、同厚生年金基金の代行部

分部分については、平成28年4月1日付で、将来分支給義務免除の認可を受けており、平成29年

3月31日付で、過去分支給義務免除の認可を受けております。 

 

 ２．確定給付制度 

  （１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務    2,949,123,490円               

     勤務費用 88,689,599円 

利息費用 1,879,702円 

数理計算上の差異の当期発生額 217,903,725円 

      退職給付の支払額 △50,866,240円 

過去勤務費用の当期発生額 △37,607,524円 

     期末における退職給付債務 3,169,122,752円 

  

   （２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表   

  期首における年金資産   1,547,359,596円 

   期待運用収益 7,246,336円 

   数理計算上の差異の当期発生額 199,218,325円 



（障害者雇用納付金勘定） 

   事業主からの拠出額 47,553,097円 

   退職給付の支払額 △24,287,527円                  

  期末における年金資産 1,777,089,827円 

 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

  積立型制度の退職給付債務 2,092,049,866円 

  年金資産 △1,777,089,827円 

  積立型制度の未積立退職給付債務 314,960,039円           

  非積立型制度の未積立退職給付債務 1,077,072,886円          

  小計 1,392,032,925円           

   未認識数理計算上の差異 △892,000,896円 

  未認識過去勤務費用 401,300,177円 

   貸借対照表に計上された負債と資産の純額 901,332,206円 

  退職給付引当金 901,332,206円 

  前払年金費用         ― 

  貸借対照表に計上された負債と資産の純額 901,332,206円 

 

    （４）退職給付に関連する損益 

      勤務費用     88,689,599円 

      利息費用      1,879,702円 

      期待運用収益 △7,246,336円 

      数理計算上の差異の当期の費用処理額 88,258,635円 

      過去勤務費用の当期の費用処理額 △36,932,589円 

      合計 134,649,011円 

     

 

（５）年金資産の主な内訳 

         年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券 13.4％ 

株式 3.3％ 

預金 

代行返上に伴う責任準備金前納額 

8.9％ 

      68.3％ 

その他 6.1％ 

合計        100％ 

 

    （６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

      年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

  （７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

      期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

      割引率  0.000％（一時金） 

          0.275％（年金） 

      長期期待運用収益率 1.930％ 



（障害者雇用納付金勘定） 

〔重要な債務負担行為〕 

  該当する事項はありません。 

 

〔重要な後発事象〕 

  該当する事項はありません。 




